
 

議事要点 

会議名称 令和６年度 第３回立川市国民健康保険運営協議会 

開催日時 令和６年 10 月 23 日（水） 午後 1 時 30 分～午後 3 時 00 分 

開催場所 立川市役所 210 会議室 

次第 １ 令和５年度特別会計国民健康保険事業決算等について 

２ その他 

配布資料 【資料】 

資料１  「令和５年度立川市特別会計国民健康保険事業歳入歳出決算 

書」 

資料２  「立川市の国民健康保険 令和６年度版（令和５年度実績）」 

令和６年度立川市国民健康保険運営協議会委員名簿 

出席者 ［委  員］   

被保険者代表（５名） 

田㞍 隆子  西村 德雄  宮本 直樹  小迫 雅信 

藤本 尚子 

保険医及び保険薬剤師代表（４名） 

五十嵐 弥生   平田 俊吉   森谷 健一  石原 一生 

公益代表（５名） 

浅川 修一  若木 早苗  中山 ひと美  黒川 重夫  

木村 辰幸 

被用者保険等保険者代表（２名） 

吉野 美帆  大塚 智廣 

 

［事務局］  

副市長    近藤 忠信  保健医療部長     浅見 知明 

保険年金課長 横田 昌彦  健康づくり担当課長  佐藤 良博  

財政課長    德丸 祐豪  保険年金課業務係長 小安 裕史 

保険年金課医療給付係長 熊谷 由希雄  

保険年金課賦課係長 髙橋 定洋 保険年金課業務係 加藤 亜美 

公開及び非公開 公開 

傍聴者数 ０人 

会議結果 １ 令和５年度特別会計国民健康保険事業決算等について 

 資料１について資料２を踏まえ説明。歳出１款総務費。約１,５００

万円の増。主な要因は、２年に１度の保険証の更新の印刷製本費、郵便

料等の増、委託料の個人番号カード健康保険証化リーフレット作成等委

託料の新規発生、人事異動の影響による人件費増。２款保険給付費。約

７,４００万円の減。被保険者数は減少しているものの、１人当たり医

療費の伸び率が高くなったことにより、保険給付費全体としては約０.

７％の減。３款国民健康保険事業費納付金。東京都全体の医療費の伸び



 

により、約３億７,０００万円の増。５款保健事業費。新たに成果連動

型特定健康診査受診率向上事業を実施し特定健診の受診率が約２.７％

増加、また、データヘルス計画の策定や４０歳前の被保険者に対する健

康意識向上事業を新たに実施等により、約３００万円の増。 

歳入１款国民健康保険料。令和４年度に比べ約１億４,４００万円の減。

主な理由は、被保険者数の減、保険料算出の際に使用する課税標準額（所

得割の算出基礎額）の減。３款国庫支出金。歳出１款の個人番号カード

健康保険証化リーフレット作成等委託料に係る社会保障税番号制度シ

ステム整備費補助金及び出産育児一時金臨時補助金の交付により、約８

３万円の増。４款都支出金。主となる保険給付費等交付金のうち、普通

交付金が都の試算により前年度に比べ約３,０００万円の増、都支出金

全体では約９００万円の増。５款繰入金。一般会計からの法定繰入金に

ついて、令和４年度に比べ約２,２００万円の増。主な要因は、産前産

後保険料繰入金の新設、出産育児一時金等繰入金の増、歳出１款総務費

の増要因である役務費、委託料に係る繰入金の職員給与費等繰入金の

増。法定外繰入金は約５億８,８００万円の増。主な要因は歳出３款国

民健康保険事業費納付金の増。繰入金全体としては６億１,０００万円

の増。 

続いて資料２の説明。医療費等の状況。令和５年度、国保資格取得は

約８,８００人、国保喪失は約１万２００人、差引き１,０００人以上の

減。被保険者数が減少していくため、総医療費は減少傾向、１診療当た

りは多少増加傾向が見込まれる。保険料の状況。平成３１年度から保険

料率や均等割額を、コロナ禍、物価高騰の市民生活の影響を考え据置き

としている。１人当たりの医療費増、１人当たりの調定額減少が課題。

収納率の推移。立川市における平成２６年度の収納一元化以降、直近は

微増ではあるが、順調に増えている。減免の状況。コロナ減免は５年度

で終了。新たな減免として、令和５年度（６年１月）から出産による産

前産後の免除制度、令和６年度から未就学児均等割保険料を無料化。財

政の状況。法定外繰入金が、保険料の据え置きや１人当たり医療費の増

等により増、財政健全化計画を今年度改定、計画的に削減していくこと

が求められる。保健事業の状況。特定健診。令和５年度の受診者数９,

５４０人、受診率は３７.６％、前年度を約２.７％上回る。成果連動型

民間委託契約方式を採用し、プロポーザルにより、優れた手法を持つ事

業者を選定、ＡＩによるデータ分析、ナッジ理論、マーケティングなど

を活用した健康意識別などによる通知の送り分け、ショートメールサー

ビスを使った受診勧奨を新たに実施。効果検証を継続しながら、さらな

る受診率の向上を目指す。特定保健指導。利用率の向上が課題で、６年

度に新たな取組としてオンライン面談を導入。人間ドック・脳ドックの

受診補助。例年の利用者数は、コロナ禍の影響が大きい２年度を除き、



 

大体９００人程度となっている。ジェネリック医薬品差額通知事業。ジ

ェネリックへの切替えが進み、通知対象者が減少傾向であるため、発送

件数が年々減少。令和１１年度にシェア８５％を目指しており、今年の

８月現在で８４.２％。糖尿病性腎症重症化予防指導事業。対象者自ら

重症化予防の生活習慣を継続できるよう支援していく事業。新規参加者

増が課題。利用案内の改善などにより、利用率の向上に取り組んでいく。 

 外国人の国保加入の割合についての質問に対し、国民年金加入者情報

を基に推計値として３割程度と回答。 

 被用者保険適用拡大による国保加入者の減少人数とそれに伴う保険

料収入の減少の質問に対し、大まかにとらえ１，１１８人が減少人数と

仮定、約１億１，６７０万円減少と回答。 

 子どもの医療費独自助成に対するペナルティー（交付金減額等）の金

額、当該医療費助成の今後の方向性についての質問に対し、都への納付

金上乗せで直近３年間、約１，０５０万円の負担、今後の方向性につい

ては所管事項ではないため言及困難と回答（質問者了解）。 

１人あたりの医療費の増加理由の質問に対し、高齢化や医療の高度化

ととらえていると回答。 

被用者保険拡大によっても国保加入継続が見込まれる高齢者等への

健診受診勧奨、重症化予防など保健事業の強化が必要という意見。 

資料の「住民登録なく転居先不明」という記載に関し、住民登録なし

では国保資格取得ができないのではないかとの質問に対し、住民登録は

あったが職権消除となった方が一定数いると回答。 

コロナ禍、物価高騰や事業廃業等の状況を踏まえ国保加入者の生活状

況への見解、国等への要望内容についての質問に対し、生活状況は引き

続き厳しいものと認識、国等へは市長会等を通じ、「医療費増の一方、

保険料収入は得られにくい」国保の状況を踏まえ、国庫負担金増および

財政支援実施等を要望と回答。 

国保には構造的な問題があるが、それでも法定外繰入金の増加を抑え

る、少しでも減らすといった方向性は求められているとの意見。 

糖尿病性腎症重症化予防指導事業で年間１人当たり約２０万円かか

っていることに関する費用対効果等についての質問に対し、新規参加者

増は進めたい、継続支援は一定期間で区切りたいがせっかくの参加を区

切りにくい、重症化すると多額の医療費増につながるため、長期的に見

れば費用に見合う効果はあると考えると回答。 

２ その他 

 第４回の運営協議会の日程は、１１月２５日月曜日、場所は２０８・

２０９会議室で開催予定と事務局より連絡。 

担当 保健医療部保険年金課 

電話 042-528-4314 



 

 


